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抄　録

ラット足関節の底屈位固定期間中における，関節拘縮の発生抑制を目的とした運動療法の効果については報
告されているが，固定期間の長短を問わず中間位固定期間中に関するものはない。そこで，中間位固定期間中
における関節可動域運動の効果を検討した。その結果，1 週間の中間位固定中ならば，1 日 1 度，1 度に 5 回の
関節可動域運動で関節拘縮の発生を抑制することができるということが明らかとなった。
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はじめに

臨床現場では，様々な原因による意識障害患者など
において，長期間に及ぶベッド上安静が余儀なくされ
ている。このような長期間の安静の結果として，しば
しば関節拘縮が生じる。いったん関節拘縮が生じると，
その治療には長期の治療が必要なことが多い。意識障
害患者などに関節拘縮を発生させないためには，少な
くとも１日に２度，１度に３～５回の全可動域にわた
る関節可動域運動が必要と成書には記載されているが
1-4），その根拠は明らかにされていない。さらに，ど
の程度の運動を毎日行えば関節拘縮が完全に防げるか
ということを明らかにした報告は存在しない。
沖ら 5）は，ラットの足関節を用いて，関節拘縮発生

抑制に関した実験的研究を行っている。それによると，
足関節底屈位固定期間中では，1日 1度，1度に 5回の
関節可動域運動は関節拘縮発生抑制に対して無効であ
り，1日 2度，1度に 5回の関節可動域運動でも十分な
効果は得られないと報告している。しかし，これはあ
くまでも動物実験であり，臨床に簡単にあてはめるこ
とはできないが，関節の固定肢位は底屈位だけではな
く，中間位や背屈位など様々な状況があり，ただ一つ
の固定肢位だけでは検討が不十分であるという事はい
うまでもない。臨床においてよく用いられる固定肢位
は，良肢位である中間位固定であることが多い。一般
的に足関節中間位固定法は，筋の萎縮と関節包の拘縮
癒着を最小限に抑える固定法とされている6）。よって，足
関節中間位固定ならば，足関節底屈位固定よりも関節
可動域運動の効果がでやすいのではないかと考えた。
そこで，1 日１度と１日２度の２つの条件で実験を行
う前に，まずは 1 日 1 度の条件で，関節可動域運動に
よる関節拘縮発生抑制効果を検討することにした。

対象と方法

実験動物には生後 8週齢の雌Wistar系ラット 5匹を
用いた。各ラットにおいて，左側足関節は中間位固定を
続ける固定側とし，右側足関節は中間位固定期間中に 1
日 1度の関節可動域運動を行う固定運動側とした。
実験開始日に，エーテル麻酔下にて各ラットの両側

足関節の関節可動域測定，ギプスによる両側足関節中
間位固定を行った。
関節可動域測定は，武本ら 7）の方法に従い，背屈

と底屈の状態を撮影した写真を用いて実施した。なお，
基本軸は腓骨頭と足関節外果を結んだ線からの垂線と
し，移動軸は踵骨底面とした。さらに足関節中間位ギ
プス固定に関しても武本ら 7）の方法に従い，基本軸
と移動軸のなす角度が０度になるようにして足関節を
固定した（図１）。ちなみに，この計測法に関しては
高い信頼性が確認されている 8）。

実験第 2 ～ 7 日目は，エーテル麻酔下にて，1 日 1
度両側のギプスを一時的に除去し，固定運動側にのみ
関節可動域運動を実施した。関節可動域運動は，沖ら
5）の方法に従い，足関節外果から２ cm遠位部の位置
を足底から 0.3 Ｎの力で 30 秒間背屈方向に圧迫し，
次に足背から 0.3 Ｎの力で 30 秒間底屈方向に圧迫し，
各々 5回ずつ施行した。固定側には関節可動域運動は
行わず，固定運動側の関節可動域運動終了後，両側足
関節を再度ギプス固定した。
1週間の固定期間が終了した最終日（実験第 8日目）

に，エーテル麻酔下にてギプス除去を行い，両側の関
節可動域を測定した。次に固定運動側にのみ関節可動
域運動を実施し，再度関節可動域測定を行った。固定
側は，関節可動域運動をしないという条件設定である
ので，最終日は上記のように１度のみの関節可動域測
定とした。
実験期間中，全てのラットは両前肢を用いて自由に

飼育ゲージ内を移動することができ，水と餌を自由に
摂取することが可能であった。
開始日における固定側と固定運動側の比較には，対

応のない Student-t検定を用いた。また，固定側にお
ける開始日と最終日のギプス除去直後の比較には対応
のある Student-t検定を用いた。さらに，固定運動側
における開始日，最終日のギプス除去直後，最終日の
運動直後の比較には対応のある一元配置分散分析の
後，Bonferroniの多重比較を用いた。なお，全ての統
計処理において，危険率 5％未満をもって有意差を判
定した。
本実験は，県立広島大学研究倫理委員会の承諾を得

て行った。

結果

関節可動域の変化を図２に示す。開始日では，固定
運動側が 125.0 ± 10.7 度，固定側が 117.8 ± 6.5 度で
あり，両側間に有意差はなかった。固定側では，最終

図１　両側足関節の中間位固定
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日のギプス除去直後は 84.6 ± 8.0 度まで減少してお
り，開始日と比較して明らかに関節可動域の減少が認
められた。固定運動側においても，最終日のギプス除
去直後は 102.6 ± 5.4 度まで減少しており，固定側ほ
どではないものの，開始日と比較して関節可動域の減
少が認められた。しかし，実験第 2～ 7日目と同様の
関節可動域運動を実施した直後では 117.6 ± 7.5 度ま
で改善し，開始日の角度に近い値となっていた。

考察

ラットやマウスを用いた運動療法による関節拘縮発
生抑制を目的とした先行研究では，足関節を底屈位固
定とし，運動療法としては持続的伸張運動が多く用い
られている 9-11）。これらの報告では，持続的伸張運動が
有効というものから，かえって有害というものまであ
り，結果の一致がみられないのが現状である。関節軟骨
は関節の運動に伴う滑液の潤滑によって栄養されてお
り，持続的伸張運動よりも関節可動域運動のほうが，関
節機能の維持に有利であることは明らかである。しか
し，関節可動域運動を用いても，足関節を底屈位に固定
すると十分な効果は得られないとされている 5） 12）。
今回の実験結果から，底屈位固定ではなく中間位固

定なら，１週間の関節固定期間中に 1日 1 度，1 度に
5 回の関節可動域運動を行うことで，関節拘縮の発生
を抑制できる可能性が明らかとなった。
沖田ら 13）は，中間位固定では筋節長は短縮せず，

筋の微細構造もほぼ正常であったが，底屈位固定では
筋節長の短縮やミオフィラメントの配列の乱れ，Z帯

の断裂や蛇行などの退行性変化が生じると報告してい
る。さらに武本ら 7）は，ラットの足関節において，
底屈位固定よりも中間位固定の方で関節拘縮が生じに
くく，1週間の固定期間終了後の関節可動域の回復も
良好だった報告している。今回の実験では，これらの
機序が関連し，関節拘縮の進行の程度が少ない中間位
固定の有利さが影響したために，関節可動域運動の効
果がよく現れたのではないかと考えている。
また，固定運動側の開始日と最終日の運動直後にお

いては有意差が見られなかったが，開始日と最終日の
ギプス除去直後の間では，固定側ほどではないものの
関節可動域の減少が認められた。つまり，関節可動域
運動を毎日実施しても，翌日まで効果が持続すること
は十分ではなく，継続した関節可動域運動が関節拘縮
の発生抑制に重要だと言える。この結果をもとに，関
節可動域運動の効果を見る実験においては，最終日の
運動前後の状況を確認していくことが重要であると考
える。
さらに今回の実験では，固定側では関節可動域運動

をせずに関節可動域を測定するのみという条件設定で
あったために，最終日においても１度のみの関節可動
域測定となった。固定運動側と同様に，固定側に対し
ても最終日に１度だけ関節可動域運動を実施し，その
後に関節可動域測定を実施すれば，１週間にわたり外
固定し続けた関節に対する１度だけの関節可動域運動
の効果を確認できたはずである。この点に関しては，
今後の検討を必要とする。
今回使用したラットのギプス固定モデルは，脳血管

障害や脊髄損傷による痙性麻痺や神経筋疾患のような

図２　関節可動域の変化



特殊な病態ではなく，単なる安静臥床による不動関節
という病態に近似した状態を再現したにすぎない。当
然，原因となる疾患によっては異なる結果が導きださ
れる可能性はあるので，結果の解釈には注意を要する。
さらに，今回得られた結果は，あくまでもラットの足
関節に関するものであり，形態の異なるヒトの足関節
に関して簡単にあてはめられるものではない。しかし，
関節が常に可動することによってその機能が維持され
るという点は同じであり，今後の診療の参考とされて
いくべきものと考えている。
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The effect of range of motion exercise to prevent joint
contracture: An experimental study on the rat ankle upon

the position of joint fixation in neutral

Abstract

Several studies using therapeutic exercise to prevent joint contracture of the rat ankle upon the position of joint fixation in

full plantar flexion are reported. However, the effect of neutral position is unknown. To investigate the effect of range of

motion exercise to prevent joint contracture upon the position of joint fixation in neutral, an experimental study was

performed. As a result, we concluded that range of motion exercise once a day could prevent joint contractures of

immobilized ankles in rats.
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